
旅行業者代理業業務委託契約書（例） 

 
 旅行業者○○○○○○（以下「甲」という。）と旅行業者代理業者○○○○○○（以下「乙」 

という。）は、甲の旅行業務を乙に委託するにあたり、以下のとおり契約する。 

 
（委託） 

第１条 甲は乙に対し、甲を代理して次条の業務を行うことを委託し、乙はこれを受託する。 

 
（委託業務の範囲） 

第２条 甲が前条により乙に委託する業務（以下「委託業務」という。）は以下のとおりとす

る。 

（１）甲の行う募集型企画旅行に関する次の業務 

  イ 旅行業法第１２条の４に係る取引条件の旅行者への説明及び書面の交付 

  ロ 旅行者との旅行契約の締結、変更又は解除 

  ハ 旅行業法第１２条の５に係る契約書面の交付 

  ニ 旅行者に対する旅行代金の請求及び旅行代金の受領 

  ホ 旅行者に対する取消料又は違約料の請求、受領及び旅行代金の払戻し 
 （※所属旅行業者が募集型企画旅行を取扱わない場合、上記（１）の及び「イ」から「ホ」の部分を削

除し、次号以下を順次繰り上げる。） 

（２）甲の行う募集型企画旅行以外の企画旅行に関する次の業務 

  イ 甲が作成した企画書面の交付 

  ロ 旅行業法第１２条の４に係る取引条件の旅行者への説明及び書面の交付 

  ハ 旅行者との旅行契約の締結、変更又は解除 

  ニ 旅行業法第１２条の５に係る契約書面の交付 

  ホ 旅行者に対する旅行代金の請求及び旅行代金の受領 

  ヘ 旅行者に対する取消料又は違約料の請求、受領及び旅行代金の払戻し 

（３）甲が取扱う手配旅行に関する第１号の業務 

（４）甲が旅行業法第１４条の２の規定に基づき締結した他の旅行業者との募集型企画旅行取 

扱委託契約において、乙を受託旅行業者代理業者として定めた場合の当該他の旅行業者（以 

下「委託旅行業者」という。）の募集型企画旅行契約に関し、乙が当該委託旅行業者を代理

して行う第１号の「イ」から「ホ」までの業務         
 （※所属旅行業者が募集型企画旅行取扱委託契約を締結しない場合、上記（４）の部分を削除し、次号

以下を順次繰り上げる。） 

（５）前各号に係る旅行者からの依頼による旅券、査証、予防接種証明書の取得その他渡航手続  

  代行業務 
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（６）前各号の業務に付随する甲が明示して委託した業務 

 
（重複契約、名義利用等及び誤認行為の禁止） 

第３条  乙は甲以外の旅行業者と旅行業者代理業業務を受託する契約を締結してはならない。 

２ 乙は、本契約に基づく旅行業者代理業者の名義を他人に旅行業のため利用させるなど、いか 

なる方法をもってするかを問わず、本契約に基づく旅行業者代理業を他人にその名において経 

営させてはならない。 

３ 乙は、その行う営業が旅行業であると誤認させ、又は甲を誤認させるような表示、広告（イ

ンターネットホームページ上で行うものを含む。以下において同じ。）その他の行為をしては

ならない。 

 
（代理業者の営業所） 

第４条  委託業務を取扱う乙の営業所（以下「代理業者営業所」という。）の名称、所在地は、

別表１に定めるとおりとする。 

２ 乙が代理業者営業所を新設、移転又は廃止する場合は、事前に甲に対してその旨を通知し、 

 甲乙協議のうえ前項に定める別表１を改訂しなければならない。 

３ 乙は、代理業者営業所に所属する役員又は使用人以外の者に委託業務を取扱わせてはなら

ない。 

 
（通知義務） 

第５条 甲又は乙は、次に掲げる事項について変更するときは、相手方に対し事前に文書を 

 もって通知しなければならない。 

（１）甲の旅行業の業務の範囲 

（２）本社又は代理業者営業所の所在地 

（３）商号又は屋号 

（４）乙が法人である場合その役員の氏名 

 
（標識、約款及び料金の掲示） 

第６条 乙は、代理業者営業所に甲を所属旅行業者とする旅行業者代理業者である旨記載し 

  た国土交通省令に定める様式の標識を、公衆に見やすいように掲示しなければならない。 

２ 乙は、代理業者営業所に甲の旅行業約款（旅行相談契約の部を除く）及び委託旅行業者の旅

行業約款（募集型企画旅行契約の部）を、旅行者に見やすいように掲示し又は旅行者が閲覧で

きるように備え置かなければならない。 
（※所属旅行業者が募集型企画旅行取扱委託契約を締結しない場合、上記第２項の「及び委託旅行業者の 

 旅行業約款（募集型企画旅行契約の部）」の部分を削除する。） 

３ 乙は、代理業者営業所に甲の旅行業務取扱料金表を、旅行者に見やすいように掲示しなけれ     
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ばならない。 

４ 第１項の標識、第２項の旅行業約款及び第３項の旅行業務取扱料金表は甲が作成又は調達 

 して貸与する。 

 
（旅行業務取扱管理者） 

第７条 乙は、代理業者営業所の旅行業務取扱管理者に対し、国土交通省令に定める様式の 

  証明書（以下「旅行業務取扱管理者証」という。）を携帯させなければならない。 

２ 乙は、代理業者営業所の旅行業務取扱管理者を選任又は解任するときは、甲に対し事前に 

 文書により通知しなければならない。 

 
（外務員） 

第８条  乙はその役員又は使用人のうち、代理業者営業所以外の場所で委託業務を取扱う者 

 （以下「外務員」という。）に対し、国土交通省令で定める様式の証明書（以下「外務員証」 

という。）を携帯させなければならない。 

２ 乙は、その役員又は使用人以外の者に外務員証を交付してはならない。 

３ 乙は、外務員証交付簿を作成し、適正に管理しなければならない。 

 
（所属旅行業者の明示） 

第９条  乙は委託業務に関し使用する以下の書面等に、甲が所属旅行業者である旨及び乙が 

 甲の代理業者である旨を明示しなければならない。 

（１） 旅行業務取扱管理者証及び外務員証 

（２） 取引条件説明書面及び契約書面 

（３） 看板その他の掲示物 

（４） 委託業務に関して旅行者に交付する領収書 

（５） 乙が行う委託業務に関する広告 

（６） 前各号の他委託業務に関して旅行者に対して使用する名刺、便箋その他の事務帳票等 

２ 前項の書面等に記載する甲の名称は、乙の名称より大きな活字を用いて表記するなど、甲 

 が所属旅行業者であることを明確に表記しなければならない。 

 
（業務委託の責任） 

第１０条  乙が行う委託業務は、すべて甲の計算において行われるものとし、乙は自ら旅行 

 条件、旅行代金を決定する等の行為を行ってはならない。 

 
（販売用具類の貸与） 

第１１条  甲は乙に対し、委託業務の遂行のために、甲が必要と認めた販売マニュアル、販 

 売手引書、料金表、その他の販売用具（以下「販売用具類」という。）を有償又は無償で貸与 
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 又は交付する。 

 
（法令・販売マニュアル等の遵守） 

第１２条  乙は、委託業務を行うにあたり、旅行業法及びその他の関係法令並びに甲が乙に貸

与する販売用具類の記載事項及び甲の指示を遵守するとともに、善良なる管理者の注意をもっ

て委託業務を行わなければならない。 

 
（機密保持） 

第１３条  甲又は乙は、本契約に基づく取り引きを通じて知り得た相手方の業務上の機密を相

手方の同意なしに第三者に漏洩してはならない。 

２ 乙は、個人情報の保護に関する法律に関する甲乙間の覚書を遵守しなければならない。 
 （※上記覚書は、各社の方針に基づいて作成し交換すること。） 

 
（広告） 

第１４条  乙が委託業務に関して広告を行うときは、事前に甲に広告の内容について通知し、 

 甲の承諾を得るものとする。 

 
（直接取引及び直接決済の禁止） 

第１５条  乙は、委託業務に関し、次項に定める場合を除き、所属旅行業者以外の旅行業者 

 、地上手配業者、運送機関、宿泊機関、その他旅行サービス提供機関（以下「旅行サービス提

供機関等」という。）との間で、直接取引又は直接決済を行ってはならない。 

２ 甲が既に発券を確定させた特定の旅行サービスに係る券面等を受けとる行為及び以下のす

べてに該当する場合に、乙が旅行サービス提供機関等との間で甲を代理して契約を締結する行

為に限ってはこの限りではない。 

（１） 甲と旅行サービス提供機関等との間で締結された契約書において取引範囲を定めて甲 

の旅行業者代理業者が旅行サービス提供機関等との間で直接に取引をすることができる

旨定められていること。 

（２） 前項の契約書に定められた範囲において、甲と乙の間で乙が旅行サービス提供機関等と 

直接に取引をすることができる範囲及びその期間を定めた約定書が締結されていること。 

３ 前項の規定は、いかなる場合においても、乙と旅行サービス提供機関等との間で直接の決済

を含むものではない。 
 （※旅行サービス提供機関等との契約書に本条第２項第１号に基づいて代理業者が直接に取引できる範    

  囲を定めておかなければならない。） 

 

（領収書） 

第１６条  乙は甲の定めた様式により、甲の委託業務に使用する領収書を作成しなければなら 
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 ない。 

２ 乙は、委託業務に関し金銭を領収したときは、前項の領収書を発行し交付するものとする。 

３ 乙は、委託業務以外の業務に関し、第１項の領収書を使用してはならない。 

４ 乙は、第１項の領収書を善良なる管理者の注意をもって管理するものとし、紛失、盗難、焼 

 失等の事故が発生した場合は遅滞なくその事実及び内容を甲に報告し、甲の指示に従って必要 

 な措置をとるものとする。 

 
（財産の分離等） 

第１７条  乙は、甲の委託業務を行うことにより領収し又は支払う金銭を管理するための専用 

 の口座を設けなければならない。 

２ 乙が委託契約を行うことにより領収し又は支払う金銭はすべて前項の口座に預け入れ又は 

 前項の口座から払い出すものとし、委託業務以外に係る金銭を預け入れ又は払い出してはなら 

 ない。 

３ 乙は、委託業務に係る金銭を他の勘定と明確に区分して計理するとともに、委託業務に係る 

 収支明細書その他の関係諸記録を整理・保管しなければならない。 

 
（代理業手数料） 

第１８条  甲は乙に対し、乙が取扱った委託業務について、別表に定めるところにより代理業 

 手数料を支払う。 
 （※上記別表は各旅行業者毎に適宜作成すること。） 

２ 乙は直接又は間接であるかを問わず、旅行者その他の取引関係先に対して、代理業手数料の 

 全部又は一部を割戻し又はそれに相当する金品を給付してはならない。 

 
（販売報告及び領収金の送金） 

第１９条  乙は毎月の委託業務の取扱い結果を甲の定める報告書により別表に定める期日ま 

 でに報告しなければならない。 
 （※上記別表は各旅行業者毎に適宜作成すること。） 

２ 乙は前項の報告書に基づいて、委託業務に係る旅行者からの領収金から前条の代理業手数料 

 及び旅行者への払い戻し金を控除した額を所定の期日までに甲に送金しなければならない。 

 
（苦情解決） 

第２０条  乙は、乙が取扱った委託業務に関し旅行者から契約、責任、補償、個人情報の取り 

 扱い等に係る苦情が発生したときは、当該苦情の内容を把握したうえで、その内容を速やかに 

 甲に連絡しなければならない。 

２ 甲は甲の責任において前項の苦情の解決にあたるが、乙はその解決のために甲に協力するも 

 のとする。 
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３ 委託旅行業者が企画する旅行に関し、第１項の苦情が発生したときは甲と委託旅行業者との 

 募集型企画旅行取扱委託契約に基づいて委託旅行業者が苦情の解決にあたるが、乙はその解決

のために甲の指示の下で委託旅行業者に協力する。 
 （※所属旅行業者が募集型企画旅行取扱委託契約を締結しない場合、上記第３項部分を削除する。） 

 
（事故処理） 

第２１条  甲又は乙は、乙が取扱った旅行者の旅行中に不測の事故が発生したことを知ったと  

きは直ちに相手方に連絡する。 

２ 前項の場合、甲は、甲の責任において事故に対処するが、乙は、その解決のために甲に協力 

 する。 

３ 委託旅行業者が企画する旅行に関し、第１項の不測の事故が発生したときは甲と委託旅行業

者との募集型企画旅行取扱契約に基づいて委託旅行業者が事故に対処するが、乙はその解決の 

 ために甲の指示の下で委託旅行業者に協力する。 
 （※所属旅行業者が募集型企画旅行取扱委託契約を締結しない場合、上記第３項部分を削除する。） 

 
（監査） 

第２２条  甲は毎年○月と○○月及び甲が必要と認めたときに乙の営業所等に立ち入って委

託業務に関し、以下の事項その他所要の事項を監督、監査するものとする。 

（１） 委託業務の取扱状況並びにこれに係る口座及び関係諸記録の内容 

（２） 第８条の外務員証の発行状況及び外務員証交付簿の作成状況 

（３） 第９条の所属旅行業者の明示の状況 

（４） 第１６条の領収証の管理、発行状況 

（５） その他委託業務に関する諸記録の状況 

２ 乙は正当な理由なく、第１項の検査を拒んではならず甲から請求があったときは、前項各号 

 の事項に係る帳簿、帳票、書類、関係諸記録その他の甲が必要と認めるものを、閲覧等させな

ければならない。 

 
（損害賠償） 

第２３条  甲又は乙のいずれかが、本契約の履行について故意又は過失により相手方に損害を

与えた場合には、その損害を相互に賠償する。 

２ 甲は乙が取扱った委託業務に関して甲乙いずれかの故意又は過失により第三者に損害を与

えた場合は、当該第三者にその損害を賠償する責を負う。ただし、当該損害が乙の責に帰すべ

き事由によるときは、甲は乙に対し、その責任の範囲内において求償することができる。 

３ 乙の旅行業務に起因して甲に損害が生じた場合は、乙が甲に対してその損害を賠償する。 
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（契約の期間） 

第２４条  本契約は、契約締結の日（乙が旅行業法第５条の旅行業者代理業者の登録を受けた

日）から平成○○年○○月○○日まで有効とする。ただし、有効期間満了の○○日前までに甲

乙いずれか一方から契約更新の申し込みがあった場合は、甲乙協議のうえその取扱いを決定す

る。 

 
（契約の解除） 

第２５条  前条の規定にかかわらず甲又は乙は、○○日の予告期間をおいて文書をもって相手

方に通知することにより、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲又は乙がこの契約に定める義務の履行を怠った場合、及び甲又

は乙に次の各号に掲げる事態のいずれかが生じた場合は、甲又は乙は相手方に催告することな

く直ちにこの契約を解除することができる。 

（１） 差押え、仮差押え、仮処分、公売処分、租税滞納処分等を受け、又は会社整理、民事再   

生、会社更生手続きの開始、若しくは破産申し立てをしたとき、あるいは申し立てられた

とき。 

（２） 旅行業又は旅行業者代理業の営業停止、又は登録の取消処分を受けたとき。 

（３） 事業の廃止、若しくは変更、又は解散の決議をしたとき。 

（４） 自ら振出し、若しくは引受けた手形、又は小切手につき、不渡処分を受ける等支払停止 

状態に至ったとき。  

（５） その他甲又は乙の財産状態が悪化し、又はその恐れがあると認められる相当の事由があ

るとき。 

（６） 乙が相当期間継続して委託業務を行わないとき。 

（７） 乙が甲の信用を著しく傷つけたとき。 

３ 甲又は乙が前項の第１号から第４号までに定める事由に該当するときは、何らの通知催告 

 を要せず、甲又は乙は一切の債務につき期限の利益を失う。 

 
（契約の終了） 

第２６条  この契約が前２条により終了した場合、甲及び乙は、次の定めに従う。 

（１） 本契約に基づく乙の甲に対する既発生の手数料請求権を除く乙の一切の権利は、理由の 

如何を問わず即時消滅するものとする。 

（２） 乙は、甲に対して直ちに委託業務を引継ぐとともに、甲から預託、貸与若しくは供与 

されている販売用具、業務資料等を返還しなければならない。 

（３） 未精算勘定があるときは、相互に遅滞なくこれを精算しなければならない。 

（４） 乙は、乙の所有であるか否かを問わず、甲の委託業務を行っていることを示す文言、図 

形等のある看板、広告物等を撤去若しくは返還しなければならない。 

（５） 乙は、契約の終了にともない旅行業務に係る事業を廃止し、又はその全部を譲渡したと 
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   きは、旅行業法の定めにより、その日から３０日以内に、その旨を所轄の都道県知事に 

   届け出なければならない。 

 
（付属約定書） 

第２７条  この契約を履行する際の細則については、別に定める付属約定書による。 

 
（契約に定めのない事項、改訂を要する事項等の取扱い） 

第２８条  この契約書に定めのない事項、改訂を要する事項等又はこの契約書に関して疑義が

生じた場合の取扱いは、その都度甲乙協議のうえ決定し、書面にてこれを交すこととする。 

 
 以上の契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方記名捺印のうえ、各１通を保有 

する。 

 

 
 平成   年   月   日 

 

 

    
甲： 

 

 

 
乙： 
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